立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第10回　さまざまな政策手法
1. 立法目的と目的達成手段の選択
〔ケース1〕駅前に放置される自転車の問題

　　○ 自転車が駅前に放置される

　規制目的：「通行の障害を除去し、災害時における緊急活動及び避難行動の場を確保するとともに歩行者の安全を図る」

　　　　↓

　手段の選択

① 放置された自転車を放置禁止地域から撤去すること

→目的と手段との連関性があり、かつ、手段の相当性がある
　② 撤去した自転車のうち、引き取り手のないものを処分すること

→目的と手段との連関性がない
　　○ 撤去された自転車のうち引き取り手のないものがある

　規制目的：「廃棄物の減量及び抑制に寄与する」

　　　　↓

　手段の選択

① 遺失物（民法240条、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律6条4項）とみなす

　→撤去後、6か月後に地方公共団体に所有権が帰属する。

→目的と手段との連関性があり、かつ、手段の相当性がある

　② 廃棄物（民法239条1項）とみなす

　→撤去後、直ちに地方公共団体に所有権が帰属する。

　　　②－A　撤去後、直ちにリサイクルに回す
→目的と手段との連関性があるが、手段として相当でない（元の所有者に対する過度な規制である）
　　　②－B　撤去後、2～3か月留置した後、リサイクルに回す
→目的と手段との連関性があり、かつ、手段の相当性がある

　立法目的を達成する手段はいくつか複数考えられるが、それらの長所や短所などを分析し、実現可能性・実効性、効率性、公正性・公平性、手続の適正性、安定性などを総合的に考慮して、最も妥当な政策を選択すべきである。

2. 政策手法
（1）規制的手法

（a）事業・行為規制

· 一定の事業や行為を行うことについて、許可、免許、特許、認可、登録、届出などを要することとする。

· 許可とは、一般的な禁止を特定の場合に解除し、適法に一定の行為をなすことを可能とする命令的行政行為をいう（例　アルコール事業法3条）。許可のうち、人に対するものを免許ということが多い（例　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律39条）。
· 特許とは、特定の者のために、新たに権利・権利能力・法律関係などを設定する形成的行政行為をいう（例　軌道法3条）。

· 認可とは、第三者の行為を補充して、その法律上の効力を完成させる形成的行政行為をいう（例　銀行法30条）。
· 登録とは、行政機関等に備える特定の帳簿に一定の法律事実または法律関係を記載することをいう（例　塩事業法5条）。

· 届出とは、一定の法律事実または法律関係を行政機関等に通知することをいう（例　電気通信事業法16条）。
（b）資格付与
· ある職業・職務に従事する場合に法律上一定の知識・技能・技術を要するものとして、その資格の取得要件や取得手続などを定めるとともに、業務内容についての規制・監督を定める（例　医師法、弁護士法、宅地建物取引業法）。
（c）規制基準の設定

· 一定の物や行為等について、一定の基準や規格を設定し、それによって規制を行う（例　大気汚染防止法5条の2）。
· 許認可等を受けて事業を営む者等については、その業務が適正に行われることを確保し、あるいは、公益を増進し公共の安全を保持するなどの観点から、（a）帳簿等の作成・備付け、（b）報告書の提出、（c）報告の聴取・立入検査、（d）業務の改善・変更その他監督上必要な命令・指示・勧告、（e）事業の責任者等の解任命令、（f）許認可等の取消しなどの規定が設けられる（例　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律、個人情報の保護に関する法律）。それぞれ違反に対しては、罰則が設けられることがある。
（2）経済的誘導

（a）補助

· 特定の事業者等を育成・助長するために、それらを行う者に対し金銭（補助金、交付金、助成金、補給金など）を交付することがある（例　私立学校振興助成法4条）。

· 日本国憲法89条は、「公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない」と規定する。このような事業に助成を行う場合には、助成行政機関の行政的な監督を受けることとするなど、工夫が必要である（例　社会福祉法58条2項～4項）。

（b）出資・融資・債務保証

· 国が密接な利害関係をもち、かつ、その発展に特別の関心をもつ企業等に対して、国が資本の一部を現金または現物で出資することによって、その成立を容易にし、その助成を図るとともに、一定の監督を及ぼすことがある（例　総合法律支援法17条）。
· 国から資金を低利で融資したり、政府出資の特別の金融機関・基金等から融資を行うことがある（例　高齢者の居住の安定確保に関する法律47条）。

· 国が、保証を受けた者に対して、信用を供与し、融資等において便宜を与えることがある（例　独立行政法人日本学生支援機構法20条）。安易に行われるのを避けるため、国による保証は原則として禁止されている（法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律3条）。
（c）国有財産の譲与・低額貸付け

· 国が所有する財産を無償または低額で譲与したり、貸し付けることがある（例　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律12条）。法律または条例に基づいて行われなければならない（財政法9条）。

（d）税制上の措置

· 本来租税が賦課されるべき収益について、一定の政策的な立場から租税を減免することがある（スポーツ振興投票の実施等に関する法律16条、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律162条）。
· 具体的には、非課税（課税権を放棄し、租税債務を発生させない）、免税（納税者による一定の手続を前提として、課税を免除する（そのうち、税額の引下げまたは一部免除を減税という））、課税標準の特例（課税標準の計算上特殊の控除をしたり、特殊の費用や準備金等を経費や損金に参入するなど）がある。
· 経済的誘導としては、そのほかに、規制税、課徴金（事業者が本来有すべきでない利得の全部または一部を徴収し、利得行為を無意味化する）、徴収金（使用料など）の賦課などがある。
（3）社会的給付

· 国民生活を保障するために、保障を必要とする個人に対して、金銭や物品を支給したり、サービスを提供することがある（例　老人福祉法10条の4、身体障害者福祉法17条の4）。

· 社会的給付に要する財源については、拠出制（社会保険方式）と無拠出制（税方式）とがある（例　国民年金法、生活保護法、児童手当法）。

（4）特定の者の認定・指定等

· 特定の民間の事業や活動を促進する場合に、事業者、計画、事業などの適格性を認定・承認するなどしたうえで、認定を受けた者に対して、補助金の交付、債務保証、税制上の優遇措置などを講じたり、適合表示など特別の行為を認めることがある。

（5）情報の提供

· 行政機関が情報を提供することにより、一般の国民や事業者を一定の方向に誘導するために、（a）方針や指針等を定め、公表し、指導や助言を行う、（b）国民や事業者等が行政上の義務を履行しない場合や行政機関の行政指導に従わない場合に、その事実を公表する、（c）一定の基準・規格を定め、行政機関またはその指定を受けた団体の認定を受けた者が製品や施設等についての適合表示をすることができる、（d）事業者等に対して一定の表示を義務づけるとともに、不適正な表示を排除する、などの方法による。
（6）行政計画

· 将来の行政目標を設定し、目標達成のためのスケジュールと手段を示し、それらを総合的に調整するための政策構想（行政活動の準則・基準）を策定させることがある（例　食料・農業・農村基本法15条）。各種施策を有機的に結びつけ、総合的かつ計画的に推進させることができる。
（7）機関・組織の整備

· 政策を実施するためにはそれを実施する組織が必要である。政策を推進する手段として機関、組織その他の体制の整備を図ることがある。
（8）資金の調達
· 政策を実施するためにはそれを財源が必要であり、そのための資金調達を国民に対して強制的に行う場合には、法律で定める必要がある。具体的には、（a）租税（国が、公共サービスを提供するための資金を調達する目的で、私人に対して課する金銭給付）と（b）負担金・徴収金（国が特定の事業を行う場合に、その事業の経費に充てるため、受益者や原因者などその事業に特別の関係のある者に対して課す金銭給付）のほかに、使用料や手数料などがある。
立法政策論　第10回課題
受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、政策提言を行う。

下記の要領で、（1）レジュメ（A4で2枚とする）と（2）参考資料（枚数は問わない）を提出する（授業時間中に発表を行うか否かを問わず、全グループに提出が求められる）。ワーキンググループごとに、レジュメ1部及び参考資料1冊を提出すれば足りる（各メンバーが同一のものをそれぞれ提出することは要しない）。

第11回「法制度設計論各論」について（予告）（再掲）
· 第11回（6月26日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもった具体的な政策分野について、政策提言を行うことを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。
· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。
· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。
· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の氏名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。
· 研究内容とグループの構成については、6月19日提出の第9回の課題に記載されたい。授業時間内での発表を希望する学生は、必ず、その旨も、第9回の課題に記載する。
· 発表するグループの代表者は、6月26日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。
· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。
· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。
· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。
· 条文化までは求めない。
· ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（同様に、学年末レポートで取り組む政策課題とも一致しなくてもよい）。
· 学期末レポートの課題も、第11回の課題と同様に「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」とし、第13回の授業時間中に提出を求める。
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